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Katz & Kahn（1966）が「組織の機能の実現に必要な役割要件を超えた革新的で自発的

な行動」の重要性を指摘しておよそ50年、Smith, Organ & Near（1983）らが、組織市民行

動を概念化してから30年が経過しようとしている。本研究は、組織市民行動の組織における

集積がいかにして集団の生産性に作用しうるのかというプロセスについて、近年の研究動向

に基づき理論的検討を行う。特に、Podsakoff & MacKenzie（1997），Bolino, Turnley & 

Bloodgood（2002）および Bolino, Klotz, Turnley & Harvey（2013），Organ, Podsakoff & 

MacKenzie（2006）の理論枠組に基づいた概念整理を試みるとともに、組織内チームの発

達（形成）段階によって組織市民行動による作用が調整される可能性について提案を行う。

１．本研究の背景および目的

Katz & Kahn（1966）は、産業組織が存在し続けるために成員から引き出さなければな

らない主要な活動として、（a）組織に参加し留まる活動、（b）組織における役割上の最低

基準を満たす従業、（c）役割要件を超えた自発的・革新的活動の３つを明示した。さらに、

Organ とその協働研究者たちは（cf., Organ et. al., 2006; Smith et al., 1983）、組織成員の

自発的、役割を超えた任意の貢献について、市民的参画という視座から、組織市民行動

（Organizational Citizenship Behavior: OCB）という構成概念のもとで理論化を試みた。

これまで欧米を中心として多くの研究がなされてきた。田中（2012）による報告では、

2012年６月において、Proquest に登録されている、表題に＂Organizational Citizenship 

Behavior＂が含まれる学術論文は518であり、2000年ごろから増加傾向にあるという。その

理由として、Bolino ら（2013）は21世紀以降の Positive Psychology の隆盛を挙げ、ポジティ

ブな集団行動の代表的概念とされてきた経緯を指摘している。これまで多くの実証的研究知

見が蓄積され、概念構造（ie., LePine, Erez, & Johnson, 2002）、規定要因（ie., Organ et 

al., 2006）有効性（ie., Podsakoff, Podsakoff, Mackenzie, Maynes, & Spoelma, 2014）等に

関する、知見の統合・整理が繰り返し試みられてきた。

しかし Podsakoff ら（2014）は、組織レベルにおける有効性を検討した研究の不足と、プ

ロセスの解明の必要性を指摘している。先行研究の多くは個人レベルの組織市民行動を検討

しており、成員による行動集積が組織の生産性に及ぼす作用に関する知見は不十分である。
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さらに、組織市民行動の有益性は所与と捉えられ、プロセスを理論的に統合する試みはほと

んどなされてこなかった。組織市民行動が組織の生産性に作用するプロセスを明らかにする

ためには、実証的に媒介変数、調整変数を検討する必要があるが、彼らによる報告では、組

織市民行動の集積と組織の生産性との関係における、媒介変数を検討した研究論文は7、調

整変数について検討した研究は12であり、体系的な理論に基づく検討はほとんどなされてい

ない。

また、多くの先行研究は有益な行動のみに焦点化してきた。しかし、組織市民行動が常に

有益であるとは限らない（Bolino et al., 2013）。例えば、低質な援助・過干渉、職務の過剰

負担、組織への過剰適応などは、Organ ら（2006）が、愛他性、厚意性、従順性、市民道

徳と定義した組織市民行動と密接な関連が想起される。これらが、成員に過剰なストレスを

与えたり、人間関係を混乱させたり、本来的な職務遂行を阻害したり、集団浅慮や集団極性

化により集団意思決定の質を低下させる可能性は否めない。組織市民行動が過剰になった場

合に結果として組織の生産性を阻害する可能性について、逆Ｕ字型のモデルに基づく

TMGT effect（Too much good Things） の 検 討 の 必 要 性 が 指 摘 さ れ て い る（Grant & 

Schwartz, 2011）。以上のように、組織市民行動に内在する潜在的リスクやコストについて

より中立的立場から検討する試みは増加傾向にあり、今後更なる検討が必要である。

以上の研究動向を踏まえ、本研究においては、組織市民行動に内在する潜在的リスクやコ

ストに関する留意を踏まえた上で、①組織市民行動が組織の生産性に作用するプロセスにつ

いて理論を整理し、②組織市民行動による作用が、組織内チームの発達（形成）段階によっ

て調整される可能性について試論を提示する。

２　組織市民行動の定義に関する考察

１）本稿における組織市民行動の定義

組織市民行動は「自由裁量的で、公式的な報酬体系では直接的ないし明示的には認識され

ないものであるが、それが集積することで組織の有効性および効果性を促進する個人行動

（Organ,1988）」と定義される。本稿においては以下の２点について詳述し概念を明確化する。

①＂自由裁量的＂

欧米文化圏では職務記述書（Job Description）が広く普及しているため職務要件を超え

る任意行動を定義することが比較的容易である。しかし、日本では職務記述書が定着してい

るとは言い難く、職域における曖昧さが大きい。＂義務的な職域＂の判断については、

Cialdini, Reno, & Kallgren（1990）が指摘する記述的規範（Descriptive norm）と、指示

規範（Prescriptive norm）双方が関係する。記述的規範とは、社会的文脈によって規定さ

れた基準に従う規範であり逸脱に対し公的な処罰が伴わない、それに対し指示的規範とは評

価的な意味合いを含み逸脱は懲戒の対象となる。職域に関して、①逸脱すれば公的な懲戒を

受ける最低要件、②文化や職場風土に根差した共有された要件、③個人の意識内に内面化さ

れた要件といった、異なる規範の水準が存在する。実際に、組織市民行動について最低限の
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職務要件を超えるか否かの判断には、個人差や役職に伴う差違が存在し一律に定まらないこ

とは実証されている（e.g., Zellars, Tepper, & Duffy, 2002）。

この点を踏まえ本稿においては、＂自由裁量的＂を、次のように捉える。まず Cialdini ら

（1990）における指示的規範に相当する、Podsakof, MacKenzie & Hui（1993）の定義に従い、

『行わなくとも（公的な）叱責をうけない、行っても（公的に）報酬をうけることが確証さ

れていない個人行動』とする。そして、指示的規範に従えば＂自由裁量＂であるにもかかわ

らず、記述的規範においては＂義務＂として捉えられる行動群を組織市民行動の一形態とす

る。義務意識は、所属する集団、監督者、従業する職務内容、個人が抱く職務上の理想や、

内面化された職務水準、いずれからも派生し得る。特に所属集団や監督者から強制的に従事

させられる組織市民行動は、自発的な組織市民行動と異なる効果を有する可能性がある。強

制 さ れ る 組 織 市 民 行 動 に つ い て Vigoda-Gadot（2006） は、 強 制 的 市 民 行 動（CCBs: 

Compulsory Citizenship Behaviors）と称し、職務上のストレス、業務の形骸化、離職意

識等の否定的な認知的要因との関連性を指摘している。

②動機に関する解釈

組織市民行動は、一般に善意の組織成員による自発的な組織貢献と捉えられる傾向がある。

しかし、Organ ら（2006）は、組織市民行動の動因は、必ずしも善意に基づくものとは限

らないと指摘している。同僚や管理者に対する印象管理、自己呈示が目的となる場合、過去

の逸脱行動への補償や個人的なストレスへの昇華として生起する可能性、想定される不利益

を回避する目的で実施される可能性も否めない。

この点に関し、Bolino, Turnley & Niehoff（2004）は、同僚や管理者から好意的に評価さ

れるために行われる印象管理的行動として組織市民行動が生起した場合、＂見せかけの行動＂

となり、質は低下し、状況によっては組織に否定的な影響を及ぼしうることを指摘している。

同様に、印象管理目的の場合＂見えやすい＂行動が選択されやすくなり組織内での偏りが認

められることが指摘されている（Bolino,1999）。例えば、役員選挙の直前等において、印象

管理が組織内で加熱化する状況では、特定の見えやすい市民行動の競い合いが懸念され

（Bolino & Turnley, 2002）、目につきにくい組織貢献の抑止、本務への支障、成員・部局間

の相互不信の助長、派閥の対立などを誘発し、長期的な弊害を生起させる可能性も孕んでい

る。この点に関し Organ ら（2006）は、多くの実証的研究が、組織市民行動と組織の生産

性との間に肯定的な関連を示してきた事実を論拠に、印象管理的動機の非生産的側面は支持

されないとしている。しかしほとんどの先行研究は横断的であり、自己奉仕的な目標（Self-

serving）に基づく組織市民行動が非生産的影響を及ぼし得る可能性については否定できな

いものと思われる。

加えて近年、組織市民行動の動機に関し、制御焦点理論（Higgins, 1997）の枠組みから

検証され始めている。これらは、理想に向かう意識（接近焦点：Promotion-focus）でなさ

れる組織市民行動と、義務に追われる意識（抑制焦点：Prevention-focus）から派生する組
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織市民行動の効果性を弁別する試みである。Koopman, Lanaj, & Scott（2015）は、従業員

のポジティブな感情生起と組織市民行動の関係を、接近焦点が調整する効果を明らかにし、

接近焦点の個人においては組織市民行動の実行がより有益に知覚される可能性を指摘した。

以上のように、多様な動因が、組織市民行動の生起や、作用に異なるプロセスをもたらす可

能性は看過できない。

本稿においては、Organ ら（2006）の見解に従い、組織市民行動の動因が、善意か、自

己奉仕的なものであるかについては定義に含めない。その理由は、実証研究において観察さ

れる行動面から動機を特定することは困難であり、複数の動機が並行的に特定の行動を生起

する可能性も排除できないためである。しかしながら、組織市民行動が組織の有効性に及ぼ

す作用を検討する際には、媒介変数や調整変数として、動機的側面に関する変数を考慮する

必要性があると思われる。

２）組織市民行動研究における操作的定義上の課題

組織市民行動の操作的定義は研究者ごとに様々であり、Lepine & Johnson（2002）によ

れば2002年の時点で、40以上の組織市民行動の分類が様々な研究者によって提唱され、個別

に研究されてきた。詳細な行動分類は、構成概念を明確にし具体化すると同時に、主にその

規定要因の探索を可能にしてきた。しかし複数の研究者が個別に定義している分類は、概念

的に重なり合う部分も多い反面、同一のものとして統合可能であるかどうかについては不明

であり、知見の統合を困難にしている。この点に関し Podsakoff ら（2014）は、俯瞰するこ

とが目的であれば、Podsakoff, MacKenzie,Moorman & Fetter（1990）の５分類（愛他性：

Altruism，市民道徳：Civic Virtue，厚意性 :Courtesy，誠実さ：Conscientiousness，スポー

ツマンシップ：Sportsmanship）が有効であるとしている。同様の見解は、Organ ら（2006）

にも見られる。

組織内における集積と組織の生産性との関連を検討するにあたっては、方法論的な課題も

指摘されている。例えば、Lepine & Johnson（2002）は、メタ分析結果により、組織市民

行動の有効性を検討する場合、個別ではなく一因子構造として捉えるので十分であるという

見解を示している。個々の組織市民行動は機能面で弁別できず、職務満足度やコミットメン

トといった成果変数を、個別の市民行動が独立して説明することはなかった。 また、組織

市民行動の頻度を尋ねる自己報告式尺度を用いた場合、回答者の所属する組織に由来する分

散が交絡する可能性について留意が必要である。Organ ら（2006）は、組織市民行動が行

動として生起するための主要な要因として、能力、動機、機会を挙げている。この中で、機

会に相当する部分については、職務内容、形態、組織内での地位や役職等、文脈的要因に負

うところが大きい。例えば、組織市民行動群に含まれる同僚支援について、困っている同僚

が職場に少ない場合や、コミュニケ―ションする機会があまりない職種において頻度は減少

する。組織市民行動が、＂行われている / いない＂状況と、＂必要がある / ない＂状況を弁別

することは困難である。つまり、個々の詳細な行動の生起頻度について組織横断的に調査す
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る際には、組織市民行動の弁別性に関する構成概念妥当性と、測定における信頼性の問題に

ついて留意が必要であると思われる。

３）メタカテゴリカルアプローチ

以上のような問題点に関し、個別具体的な行動ではなく、より抽象度の高いメタカテゴリー

上に組織市民行動を位置付ける試みが行われてきた。Williams & Anderson（1991）は組織市

民行動の直接的な行為対象を基準とし、個人に向けた組織市民行動（OCBI：e.g., Altruism, 

Courtesy）と、組織に向けた組織市民行動（OCBO；e.g., Civic Virtue, Sportsmanship, 

Conscientiousness）の類型化を試みている。また、田中（2001）は、包括的な視座から組

織市民行動を個人領域、対人的領域、組織内領域、組織間領域という４領域から捉えている。

もう一つは、機能的特性に着目するアプローチが挙げられる。Van Dyne, Cummings & 

Mclean Parks（1995）は、組織市民行動を参与志向（AOCB：Affiliation-Oriented）と、

挑戦志向（COCB：Challenge-Oriented）に類型化した。参与志向的行動は、対人的、協調

的特性を持ち、組織の安定化や円滑な運営を志向する行動であり、挑戦志向的行動は現状の

建設的な改善を志向し、状況によっては集団内での葛藤を引き起こす可能性を含んでいる。

類 似 し た 見 解 は、Dewtt & Denisi（2007） に よ る 保 守 的 市 民 行 動（Maintenance 

Citizenship Behaviors）と、変革市民行動（Change-Related Behaviors）という２分類に

も認められる。関連して、高石・古川（2008）は、経営組織における①問題発見・解決行動、

②社内外情報収集行動、③顧客第一主義、④企画・提案行動、⑤組織への働きかけ、によっ

て構成される組織成員の自発的で革新的な行動について経営革新促進行動という概念を提唱

した。経営革新促進行動と、挑戦志向的市民行動（Van Dyne, 1995）や、変革市民行動（Dewtt 

& Denisi, 2007）とは概念的に重なりあう部分（例えば、建設的な提案（Voice））が認めら

れることから、産業組織における経営革新場面に求められる機能に特化した形で理論拡張さ

れたものと推察される。

組織市民行動の分類に関し Podsakoff ら（2014）は、行動の集積と組織の生産性との関連

を検討する場合、行為の対象よりも機能面に注目するのが妥当であるとしている。その理由

は、①機能面に着目した分類は影響プロセスの検討を可能にすること、②対象による分類は、

＂集積＂した際に、概念の弁別が困難となる点（個人に有益な組織市民行動（OCBI）も、＂集

積＂すると組織全体に有益になり得る（OCBO））③異なる組織市民行動の前提要因、作用

を弁別的に検討するためには機能面に注目をした分類が理論化に適している、という３点が

挙げられる。

４）Task, Relation, Change の３要素による分類に関する提案

本稿では、Yukl（2013）による、リーダーシップ機能の分類を援用し、組織市民行動を

Task, Relation, Change の機能から捉え探索的に理論化を行う。この分類基準を採用した理

由は、①集団の機能に関する分類であるので、組織の生産性との関係性に焦点化した検討が

可能であると思われることと、②組織市民行動に関する先行知見が類似した概念分類をすで
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に採用しており（e.g., Dewtt & Denisi, 2007; Van Dyne, et al., 1995）親和性が高いと判断

したからである。図１に、Task, Relation, Change の機能と、個々の組織市民行動の分類と

の関連性を示す。Task-Oriented（課題志向）は、円滑な業務遂行にむけた自主的行動や参

与が有する機能、Relation-oriented（関係志向）は成員の支え合いや組織保守（例えば地域

における学校など、組織間の関係も含む）にむけた行動が有する機能、Change-Oriented（変

革志向）は組織変革や改善に向けた行動が有する機能として定義する。これらの３機能は互

いに独立せず、相互に関係しあう可能性を有する。

図１　組織市民行動の機能的特性に注目した分類

本分類は、機能面に焦点化しているため、単一の行動が複数の機能を有する場合も想定さ

れる。例えば人手が足りない状況で、同僚の仕事を手伝う行為は関係志向であると同時に、

課題志向性を有していると考えられる。実際には行動の機能は、状況規定的な側面が強く、

将来的な理論の精緻化が必要であると思われるが、それぞれの機能を有すると想定される主

な組織市民行動例について図中に示す。

３　組織の生産性に対する集積した組織市民行動の作用

１）組織市民行動の集積の効果

組織の生産性について、どのようなプロセスを経て組織市民行動が作用するかについて理

論化や、検証は散在するが、十分な知見は蓄積されていない。Smith ら（1983）は、組織

市民行動が＂潤滑油＂となって組織の有効性を高める作用を提唱したが、明確な理論的解明
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は、未だ＂ブラックボックス＂である（Podsakoff et al, 2014）。そこで本稿において、先行

知見の整理と統合を試みる。

第一に、組織市民行動のプロセスに関し、Podsakoff, MacKenzie, Paine, & Bachrach

（2000）は、①同僚の生産性を高める可能性（成員相互のアドバイスや学習、規範の促進）、

②管理運営上の生産性を高める可能性（建設的な意見、トラブルの予防）、③生産的な目的

で組織内の資源を活用可能にする可能性（監督や管理の軽減）、④単なる組織保守に希少資

源を割く必要性を減少させる可能性（人間関係の乱れの予防、集団保守の必要性を削減）、

⑤チームメンバーやグループ間における活動を調整する有効な手段となる可能性（協調の機

会を提供する）⑥成員にとって魅力的な組織にすることで有用な人材の流出を食い止める可

能性（ピアサポート、職場ある職場づくり）、⑦組織の生産性の水準を安定させる可能性（勤

労意識や、業務規程に対するコンプライアンス、相互援助）⑧環境の変化に対する組織適応

を促進する可能性（成員の自己学習、組織方針に対する不満の自粛など）を指摘している。

彼らの指摘は、人材開発、危機管理、適切な資源分配、協働の促進、成員の安寧、魅力ある

組織づくりと多岐に渡っており、管理者側からみたプロセスであるといえよう。

第二に Bolino ら（2002）は、Nahapiet & Ghoshal（1998）による社会的資源論に基づき、

社会的資源の三側面（①構造的資源（Structual Social Capital）：組織のネットワーク、形態、

有用性に関する構造、②関係性資源（Relational Social Capital）：高水準の信頼関係、共有

された規範と義務感、成員個々の特質の理解、③認知的資源（Cognitive Social Capital）：チー

ムメンタルモデル、暗黙の協調）について、組織市民行動と参与理論（Participation）を

統合することで、以下の仮説を提案した。①社会的参与（Social Participation）は、ネッ

トワーク、範囲、有用性を促進することを通して構造的資源を促進する、②忠実さ、従順さ、

機能的参与（Functional Participatioon）は、成員間の好意、信頼、お互いの特徴把握を促

し関係性資源を促進する、③社会的参与、権利養護的参与（Advocacy participation）は共

通言語（Shared langage）や共通の認知基盤（Shared narratives）の発展に寄与し、認知

的資源を促進する、④（社会的資源の形成と組織市民行動は相互規定の関係にあり）社会的

資源は組織市民行動の遂行と正の関連を示す、⑤社会的資源は、組織市民行動と組織の生産

性との仲介要因となる。彼らの仮説は、組織市民行動の蓄積が社会的資源の構築に寄与する

（ネットワークの構造、量、質的側面の有効化に寄与する）作用に焦点化しており、組織の

潜在力を高める間接効果について仮説生成を試みたものと捉えられる。

その他、体系的な理論構築が試みられたものではないが、組織市民行動が組織成員の役割

アイデンティティを促進する効果（Finkelstein & Penner, 2004）、凝集性（集団の魅力性）

を高める効果（Podsakoff & MacKenzie, 1997）、集団効力感（集団の潜在力に関する肯定

的な信念）を高める効果（Lin & Peng, 2010）などが実証されている。また組織コミットメ

ントや職務満足度、エンパワーメントとの関連性を示してきた諸研究も、間接的に組織の生

産性を高めるプロセスに言及してきたと捉えられる（Podsakoff, Whiting, Podsakoff, & 
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Blume, 2009）。

これらの組織市民行動が、組織にとって有益である条件として、成員個々の役割内行動に

深刻な害を与えない範囲の作業負荷であることが挙げられる（Bolino et al, 2013）。例えば、

組織市民行動の過剰症候群（e.g., Grant, & Schwartz, 2010）が生起したり、強制的管理監

督のもと生起したりした場合（e.g., Vigoda-Gadot, 2007; 鎌田・岡田 2015）成員と組織の利

害に葛藤が障じ、過剰な職業ストレス、私生活と職務の間での葛藤の増大、作業効率の低下、

職務に対する否定的態度の形成や業務の形骸化、離職意識の高まり、バーンアウトなどが引

き起こされ、長期的に組織は有益性を失う可能性が想定される。

以下に＂集積＂された行動に起因する＂組織市民行動の３機能（Task, Relation, 

Change）＂と組織の生産性との関係性について考察する。課題志向的行動の集積は、①管理

監督による、資源の節減と有効活用の促進、②集団成員の習熟や資質向上の促進、③学び合

う職場風土の醸成、④集団潜在力や集団効力感の高まりなどが期待される。次に、関係志向

的行動の集積は、①集団の魅力を高め人材流出を留める作用、②対人的な葛藤や業務上のト

ラブルを事前に抑制・解消、③社会的資源構築と協働の円滑化、④相互援助による作業負荷

の偏りや、職業ストレスを調整、などが期待される。最後に、変革志向的行動の集積は、①

ワークフローの最適化、②非生産的な慣習の是正、などが期待される。

２）組織内チームの発達（形成）段階と組織市民行動の機能

これまで組織市民行動の作用の文脈規定的な影響プロセスには十分言及されてこなかっ

た。しかし組織市民行動の集積が組織の生産性に及ぼす作用を、組織内のチームが置かれて

いる文脈的要因が調整する可能性がある（cf., Chemers, 1997）。組織市民行動の作用の調整

要因として、作業特性としての相互依存性等について検討されてきたものの（Podsakoff et 

al, 2014）、包括的な理論化は試みられていない。そこで本研究では、より汎用性の高い要因

として組織の発達（形成）段階に着目し、それぞれの時期における組織市民行動の作用に関

し、＂３機能（Task, Relation, Change）＂の側面から考察する。

組織内チームの発達（形成）段階に関し、長期に存続しているチームにおいても、一定の

活動サイクルが存在するという立場をとる。サイクルの始まりは、新成員の加入や、役割の

再構成、配置換え、目標の再設定や新規事業の開始といった事柄への対処、適応が求められ

る。

山口（2006）は、組織のライフサイクルとして、①幼年期：やる気は十分だが、お互いの

役割や仕事の進め方など手探りの状態、②青年期：まだ荒っぽいところもあるが、メンバー

も経験を積んで自信を獲得し、業績上昇の勢いに満ち足りている、③壮年期：メンバー同士

はお互いの役割と規範を十分に把握して、阿吽の呼吸で協働する充実した仕事ぶり、④老年

期：慣例や前例に固執し、仕事の縄張り意識が強くなるなどの「硬直化現象」が見られるよ

うになる、という４段階を設定している。そして、老年期に備え組織の再活性化という「攻

めの組織変革」の重要性を指摘している。
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同様に Hersey & Blanchard（1977）は、状況的リーダーシップ理論を提唱し、①第一段階：

成員が熟達しておらず協力しあって仕事をすることが十分にできない段階、②第二段階：協

働が可能となるが職務の熟達は未熟な段階、③第三段階：成員の能力・知識・技術が熟達す

る段階、④第四段階：集団成員の熟達度がリーダーシップに代替する段階、という4つの段

階を設定した。そして、第一段階においては具体的な指示や計画などを的確に行う教示的リー

ダーシップ、第二段階では教示的なリーダーシップに加えて積極的に成員を支持し動機付け

を高める説得的リーダーシップ、第三段階では習熟に応じて成員を尊重し、指示を減少し調

整行動に重点を置く参加的リーダーシップ、第四段階には成員が十分に成熟しているため権

限の委譲をする委譲的リーダーシップが有効であるとの見解を示した。但し、山口（2008）は、

④の段階は組織の硬直化が危惧されることから、積極的に変革を試みるリーダーシップが必

要との見解を示している。

チームの発達に寄与する主要な要因を検討した研究として Ilgen, Hollenbeck, Johnson, 

Jundt（2005）による IMOI（Input –Mediator–Output–Input）モデルが挙げられる。彼

らはチームの発達（形成）段階を、形成期（Forming）：チームの初期（IM）、機能期

（Functioning）：成員が経験を積み相互に 協調する段階（MO）、終焉期（Finishing）：チー

ム活動が収束に向かい次なる課題の準備が必要な段階（OI）と定義し、感情的側面、行動

的側面、認知的側面からそれぞれの段階に重要となる要因を明示した。但し終焉期に関して

は、知見の不足から理論化はなされていない。

形成期（IM）は、感情面では信頼（Trusting）の醸成が求められる。信頼には、自分た

ちのチームの有能性に対する信頼や、組織が自分たちを害さないという安心感に基づく信頼

が含まれる。行動面においては、行動計画（Planning）が求められる。そのためには、情

報の収集と、情報の有効活用、戦略の創出が求められる。認知面においては、チームの規範、

役割、相互の関わりの様式に関する構造化（Structuring）が求められる。適材適所の役割

分配や、協働の前提となる規範・態度を構造化するためには、チーム課題、メンバーに関す

る共有認知の形成や、成員それぞれの独自性に関する相互の理解と、必要時に最適の成員か

ら協力を得られるネットワークの形成が必要である。

機能期（MO）には、感情面では結束（Bonding）が求められる。結束には、チームの凝

集性、満足度、コミットメントなどが関連する。また、多様性の管理や成員間の葛藤の解消

は、この時期の重要な課題となる。行動面では、適応（Adaptation）が求められる。特にルー

ティンと新規課題に対する適応、助け合いと作業負荷の分担（Work-Load Sharing）がチー

ムの生産性と密接に関連する。認知面に関しては学習（Learning）の重要性がある。少数

派意見や反対意見を聞き入れ改善を試みる事や、チーム内で特定の課題・知識に優れている

成員から学びあう重要性を指摘している。以上の先行知見を基に、本稿においては組織内チー

ムの形成の段階を①形成期、②充実期、③移行期と類型化し、これらの段階と組織市民行動

の3機能との関連を考察する（図２）。
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図２　組織内チームの発達（形成）と組織市民行動の関連性

形成期は、課題や戦略、役割の明確化が主要な課題であり、就労規則の順守や、職能習得

に対する前向きな態度、不平を言わずに努力する根気強さなど、課題志向的行動の重要性が

示唆される。課題志向的行動は、①自己研鑽、OJL/OJT の促進による人的資源開発の活性

化②チームの潜在力に対する肯定的な信念と規範の醸成、③管理監督に必要な資源の削減お

よび計画立案に対する資源の有効活用、が想定される。次に、変革志向的市民行動も有益で

あると思われる。組織成員からの建設的な提案や意見といったボトムアップ的な情報は、作

業計画の立案にとって必要不可欠であるからである。一方で、関係志向行動については不明

瞭である。Podsakoff & MacKenzie（1994）は、離職率が高く平均的な勤務年数が極端に短

い保健会社の従業員を対象とした調査において、集団の生産性と成員の愛他性との間にネガ

ティブな関係を見出している。同様に Ng & Van Dyne（2005）は、成員間の援助行動に分

散が大きい場合、集団の生産性が減退する効果を示している。以上の結果は、次のように考

察される。第一に、単純に未習熟な成員間の援助の質が低質であり、間違った情報や非効率

的な作業を誘発する可能性が挙げられる。第二に、援助者に偏りがある場合、次のようなケー

スが想定される。成員の習熟度に分散が大きい場合、短期的な生産性はチーム内で習熟度の

高い個人に依存する歩合が大きい。しかしその成員が、他の成員のフォローに従事すること

で、生産的活動に充てるべき時間や労力が、集団の維持に充てられて組織の生産性が低下す

る恐れがある。しかし長期的には、習熟度の低い成員の学習が促され組織の人的資源は拡充
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される。さらに低業績者の職務に対するトラブルを未然に防ぎ職務ストレスを軽減する可能

性がある。つまり短期的に生産性は下がっても、長期的視座からはチームの生産性を高め得

るといった点で、一種の投資状態であると解釈できる。形成期における関係志向的行動が危

惧すべきは、頻繁な配置換えや離職等によって、これらの投資が徒労に終える危険性を有し

ている点である。

充実期は、チームに明確な成果が見え始め、ルーティンが形成され、業務が安定する時期

である。成員間の葛藤や協働も活発化する。この段階においては、引き続き課題志向的行動

による貢献が期待できる。さらに関係志向的行動は、①個人間、チーム間の葛藤の抑止、②

魅力ある組織作り、③人材流出の抑止、④相互支援による成員間の作業負荷の偏りの是正、

④職務の下地となるチーム内の共有認知の形成、⑤成員間の協働の機会を提供する、と思わ

れる。一方で変革志向的行動については、チームが結束し活動を安定化させようとしている

局面では、現状を変えようとする志向性が有益に捉えられない場合や、成員間の葛藤を助長

する可能性がある。更に変革は、チームの潜在力を高めたとしても、成員にとって不慣れな

状況を作り出すことで、一時的に生産性を低下させる恐れがある。もし、尚早な変革が繰り

返し試みられれば、チームは混乱し活動の質が高まらない状況が想定される。

移行期は、チーム活動が安定し定型的に業務を遂行する枠組みが確立した状態である。し

かし慣例や前例に固着し、変化を嫌う「組織の硬直化」が危惧される段階でもあり、再活性

化が求められる。移行期においては変革志向的行動が期待される。移行期における変革志向

的行動は、①チームの意義や目的を再定義し、チームの社会的文脈への再適応を促し、②不

適切な慣習を是正し、③ルーティンの効率化を促し、④組織革新の創造性を生み出す可能性

を有している。さらに、円滑なチーム変革のためには、活発な意見交換、相互支援、勤労な

チーム貢献すべてが重要と思われる。Mackenzie, Podsakoff, & Podsakoff（2011）は、

COCB（変革志向的行動）と組織の生産性との関係との間に逆 U 字型の関係を見出しており、

その U 字の傾きを AOCB（課題・関係志向行動）が調節する効果を見出している。これは、

課題や関係に対する組織市民行動が充実して初めて変革志向行動が建設的意味を持つ可能性

を示唆している。同様に、高石・古川（2008）も組織変革促進行動は、チーム成員が本務を

果たし、課題および関係志向的行動を行っている文脈が基盤となると言及している。但し、

一部の課題志向的行動は過剰になると有益性を失う可能性が想定される。例えば＂会社人間＂

に揶揄されるような極端な従順性は保守的な態度を助長し、移行期にあたっては非生産的な

様相を呈する可能性がある。

4　本研究における課題と将来的検討課題

１）本研究における課題

本研究では、組織市民行動に関する諸研究を概観し、特にその＂集積＂が組織の生産性に

及ぼす効果について、集団の機能に注目する形で整理を行った。しかし、本稿で提示した組

織市民行動の分類、組織内チームの発達（形成）段階との関係性は試論であり、実証的な検
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証や、現実に即した理論の精緻化が求められる。

２）組織市民行動研究における将来的検討課題

組織市民行動の検討課題として、①組織市民行動の前提条件への問い直し、②組織市民行

動の不履行に関する検証の２点を挙げる。

第一点については、組織市民行動の原点、「幸福な従業者は組織に生産性をもたらすのか

（Organ et al., 2006）」についてである。組織市民行動は肯定的な行動として捉えられてきた。

しかし現実的には、組織市民行動が善意に受け入れられるとは限らず、＂良い恰好をしている＂

というように解釈され、ネガティブな作用を誘発する可能性がある（Bolino et al., 2013）。

また権力の乱用により強制された場合、＂過剰労働に関する＂ハラスメントの問題が生起する。

さらに、TMGT アプローチが提唱するように、一定量までの組織市民行動の集積は組織の

生産性を高めても、過剰となると組織の資源を浪費することで生産性を損なう可能性もある。

以上の視点を踏まえ、光の側面だけではなく影の側面も明らかにし、組織市民行動の有益性

とリスク双方を立体的に捉える試みがこれまで以上に求められる。

第二に、組織市民行動の研究は、＂実行＂された効果に特化して検討されてきた。しかし

日本の多くの組織において組織市民行動は、所与の活動として捉えられる（田中，2012）。

日本文化は職域に関して曖昧さを許容し、むしろ業務を特定しないシステムに立脚して組織

の柔軟さを担集してきた可能性がある。例えば、鎌田・岡田（2015）は、学校組織の生産性

が、教員による組織市民行動の質に著しく依存している点を指摘し、学校全体で組織市民行

動の重要性について再確認する必要性を論じている。もし＂実行して当然＂な組織市民行動

があって組織活動は初めて安定するならば、＂自由裁量の＂組織市民行動が遂行されなくな

れば、生産性は著しく減退し、構造変革を余儀なくされるだろう。そして役割内の業務に組

織市民行動を網羅して記述しようとするなら、管理監督に関し組織資源を過剰に浪費し組織

の生産性を損ねる可能性を有している。この点を実証的に検討するには、組織市民行動の＂実

行＂ではなく、＂不履行＂に着目した知見の蓄積が必要があると思われる。
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